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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

      ません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第84期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第85期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第84期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  5,683,717  4,897,049  25,774,313

経常利益（千円）  269,098  50,308  1,672,403

四半期（当期）純利益（千円）  137,308  4,974  880,137

純資産額（千円）  9,795,578  10,347,599  10,441,486

総資産額（千円）  29,177,008  28,569,847  29,579,459

１株当たり純資産額（円）  250.69  264.86  267.27

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 3.74  0.12  22.88

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  33.6  36.2  35.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △745,797  243,927  1,889,193

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △252,738  △159,631  △1,244,149

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 925,127  377,403  853,447

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 858,701  2,882,097  2,422,051

従業員数（人）  1,032  975  1,014



 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 975   

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 707   



(1）生産実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当第１四半期連結会計期間の生産実績を主要製品別に示すと、

次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より主要製品の区分を変更したため、前年同四半期比較

にあたっては前第１四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

 （注）１．上記金額は販売予定価額で示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当第１四半期連結会計期間の受注状況を主要製品別に示すと、

次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より主要製品の区分を変更したため、前年同四半期比較

にあたっては前第１四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当第１四半期連結会計期間の販売実績を主要製品別に示すと、

次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より主要製品の区分を変更したため、前年同四半期比較

にあたっては前第１四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

 （注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

    ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

主要製品の名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

船舶用電機システム（千円）  2,697,813  70.1

発電・産業システム（千円）  1,825,609  74.1

合計（千円）  4,523,422  71.6

主要製品の名称 
受注高 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日）

前年同四半期比
（％） 

受注残高 
（平成21年６月30日現在） 

前年同四半期比
（％） 

船舶用電機システム

（千円） 
 1,842,751  43.8  16,454,683  88.9

発電・産業システム

（千円） 
 1,836,882  78.9  3,685,105  66.1

合計（千円）  3,679,633  56.3  20,139,789  83.7

主要製品の名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

船舶用電機システム（千円）  2,759,796  76.4

発電・産業システム（千円）  2,137,253  103.1

合計（千円）  4,897,049  86.2

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社 東芝  336,693  5.9  713,466  14.6



 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業等のリスクについて、新たな発生又は重要な変更はあり

ません。   

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

(1)業績の概況 

 当第１四半期連結会計期間における経済情勢を概観しますと、一部の業種で在庫調整の進展がみられましたもの

の、依然として設備投資の抑制や個人消費の冷え込みが続くなど、極めて深刻な状況で推移しました。 

 このような環境のもとで、当第１四半期連結業績は、船舶用電機システムを中心として前期受注・当期売上案件

が少なかったこともあり、売上高は前年同四半期を下回る4,897百万円（前年同四半期比13.8%減）となりました。 

 一方、損益につきましては、徹底したコスト削減策や稼働率向上策を展開してまいりました結果、営業利益65百

万円（同74.7%減）、経常利益50百万円（同81.3%減）、四半期純利益４百万円（同96.4%減）となりました。 

 主要な製品別の業績は次のとおりであります。 

 船舶用電機システムについては、新造船の需要停滞に伴う受注の減少や客先からの納期繰延要求などが影響し

て、売上高は前年同四半期を下回る2,759百万円（同23.6%減）となりました。  

 発電・産業システムについては、民間設備投資の落ち込みにより、エアコンプレッサや常用発電システムの市場

低迷が続きましたが、電力会社向けに非常用発電装置の大型物件を納入しましたほか、一般産業用配電盤の大口売

上がありましたので、売上高は前年同四半期並みの2,137百万円（同3.1%増）を確保することができました。 

 なお、当第１四半期連結会計期間より主要製品の区分を変更したため、前年同四半期比較にあたっては前第１四

半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ460百万円増加し、2,882百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は 243百万円（前年同四半期は745百万円の使用）となりました。主な増加要因は売

上債権の減少額1,381百万円、たな卸資産の減少額354百万円、減価償却費173百万円等であります。一方、減少要因

は仕入債務の減少額881百万円、その他流動負債の減少額571百万円、法人税等の支払額281百万円等によるものであ

ります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は159百万円（前年同四半期比36.8%減）となりました。これは主に有形固定資産の

取得による支出159百万円を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果獲得した資金は377百万円（同59.2%減）となりました。これは主に、短期借入金の純増額500百万

円、配当金の支払額80百万円によるものであります。 

  

(3)対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4)研究開発活動  

 当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、38百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



(1)主要な設備の状況 

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2)設備の新設、除却等の計画 

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中でありました「加工設備の増設」（投資予定金

額192,000千円）のうち176,128千円が完成し稼動しました。なお、その他の計画物件に重要な変更はありません。

  

①重要な設備の新設等 

 記載すべき重要な設備の新設等はありません。  

  

②重要な設備の除却等 

 記載すべき重要な設備の除却等はありません。 

第３【設備の状況】



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  90,000,000

計  90,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月７日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  39,095,000  39,095,000

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

各市場第二部 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は1,000株であ

ります。 

計  39,095,000  39,095,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 
 －  39,095  －  2,232,562  －  500,062

（５）【大株主の状況】



 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

     

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） － － －  

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式      43,000 － －  

完全議決権株式（その他）  普通株式  38,880,000  38,880 －  

単元未満株式  普通株式     172,000 － －  

発行済株式総数  39,095,000 － － 

総株主の議決権 －  38,880 － 

  平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 西芝電機株式会社 
 兵庫県姫路市網干区 

 浜田1000番地 
 43,000  －  43,000 0.11  

計 －  43,000  －  43,000 0.11  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  150  144  181

最低（円）  129  132  139

３【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日  至  平成20年６月30日）は、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第１四半期

連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日

至 平成20年６月30日）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 

平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,432,097 882,051

グループ預け金 1,450,000 1,540,000

受取手形及び売掛金 8,388,012 9,768,803

商品及び製品 1,591,104 1,749,160

仕掛品 1,685,493 1,839,675

原材料及び貯蔵品 265,162 307,671

その他 628,433 650,307

貸倒引当金 △30,634 △41,052

流動資産合計 15,409,670 16,696,617

固定資産   

有形固定資産   

土地 8,452,182 8,453,081

その他（純額） ※1  2,718,311 ※1  2,431,038

有形固定資産合計 11,170,493 10,884,119

無形固定資産 107,403 113,645

投資その他の資産   

投資その他の資産 1,884,290 1,887,086

貸倒引当金 △2,010 △2,010

投資その他の資産合計 1,882,280 1,885,076

固定資産合計 13,160,177 12,882,841

資産合計 28,569,847 29,579,459

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,855,151 5,738,490

短期借入金 3,116,664 2,616,664

未払法人税等 10,680 286,393

引当金 70,354 78,175

その他 1,912,577 2,136,305

流動負債合計 9,965,428 10,856,029

固定負債   

長期借入金 1,250,004 1,291,670

退職給付引当金 3,655,409 3,624,017

その他の引当金 84,305 98,790

再評価に係る繰延税金負債 3,267,101 3,267,466

固定負債合計 8,256,820 8,281,943

負債合計 18,222,248 19,137,972



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,232,562 2,232,562

資本剰余金 500,062 500,062

利益剰余金 2,854,578 2,966,223

自己株式 △8,148 △8,011

株主資本合計 5,579,055 5,690,837

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 42,897 25,873

土地再評価差額金 4,742,035 4,742,569

為替換算調整勘定 △21,094 △21,925

評価・換算差額等合計 4,763,839 4,746,517

少数株主持分 4,704 4,130

純資産合計 10,347,599 10,441,486

負債純資産合計 28,569,847 29,579,459



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 5,683,717 4,897,049

売上原価 4,398,054 3,996,478

売上総利益 1,285,662 900,571

販売費及び一般管理費 ※1  1,026,487 ※1  834,977

営業利益 259,174 65,593

営業外収益   

受取利息 72 2,233

受取配当金 2,243 2,293

不動産賃貸料 10,930 10,930

貸倒引当金戻入額 18,163 10,418

その他 6,891 3,484

営業外収益合計 38,301 29,359

営業外費用   

支払利息 11,984 11,018

株式交付費 6,757 －

受注契約解約損 － 14,607

その他 9,636 19,017

営業外費用合計 28,377 44,643

経常利益 269,098 50,308

税金等調整前四半期純利益 269,098 50,308

法人税、住民税及び事業税 34,615 15,407

法人税等調整額 97,659 29,445

法人税等合計 132,275 44,852

少数株主利益又は少数株主損失（△） △485 481

四半期純利益 137,308 4,974



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 269,098 50,308

減価償却費 147,336 173,906

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,163 △10,418

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,836 31,476

その他の引当金の増減額（△は減少） △42,021 △22,306

受取利息及び受取配当金 △2,315 △4,526

支払利息 11,984 11,018

有形固定資産売却損益（△は益） － 1,400

有形固定資産除却損 2,618 2,911

無形固定資産売却損益（△は益） △1,274 －

売上債権の増減額（△は増加） 57,772 1,381,480

たな卸資産の増減額（△は増加） △719,820 354,470

その他の流動資産の増減額（△は増加） 21,198 △28,905

その他の固定資産の増減額（△は増加） 8,176 33,758

仕入債務の増減額（△は減少） 186,126 △881,083

その他の流動負債の増減額（△は減少） △116,619 △571,084

その他 － 4,536

小計 △168,067 526,942

利息及び配当金の受取額 2,315 4,526

利息の支払額 △1,746 △6,458

法人税等の支払額 △578,298 △281,083

営業活動によるキャッシュ・フロー △745,797 243,927

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △244,113 △159,917

有形固定資産の売却による収入 － 2,200

無形固定資産の取得による支出 △9,335 △7,528

無形固定資産の売却による収入 3,547 －

その他の支出 △6,465 △2,303

その他の収入 3,628 7,918

投資活動によるキャッシュ・フロー △252,738 △159,631

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 500,000

長期借入金の返済による支出 － △41,666

株式の発行による収入 1,000,125 －

配当金の支払額 △74,798 △80,793

その他 △199 △137

財務活動によるキャッシュ・フロー 925,127 377,403

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,560 △1,654

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △71,848 460,046

現金及び現金同等物の期首残高 930,549 2,422,051

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  858,701 ※1  2,882,097



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．会計処理基準に関する事項の変更   完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半

期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事

契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出については、実地棚

卸を省略し、前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方

法により算出する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなもの

についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっており

ます。 



当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          39,095千株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式            44千株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

      配当金支払額 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、9,341,847千

円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、9,398,362千

円であります。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。  

 従業員給料及び手当 321,367千円 

 役員賞与引当金繰入額 6,250  

 退職給付引当金繰入額 39,968  

 役員退職慰労引当金繰入額 15,377  

 従業員給料及び手当 333,450千円 

 役員賞与引当金繰入額 6,000  

 退職給付引当金繰入額 50,482  

 役員退職慰労引当金繰入額 10,055  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

  

（平成20年６月30日現在）

  （千円）

 現金及び預金勘定  858,701

 取得日から３ヶ月以内に償還

期限が到来する短期投資 
 －

 現金及び現金同等物  858,701

（平成21年６月30日現在）

  （千円）

 現金及び預金勘定  1,432,097

 グループ預け金  1,450,000

 取得日から３ヶ月以内に償還

期限が到来する短期投資 
 －

 現金及び現金同等物  2,882,097

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年４月28日 

取締役会 
普通株式  117,153  3 平成21年３月31日 平成21年６月11日 利益剰余金 



 前第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日） 

  当社グループの事業区分は単一であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 当第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日 至  平成21年６月30日） 

  当社グループの事業区分は単一であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 前第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

 当第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日 至  平成21年６月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日） 

      海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日 至  平成21年６月30日） 

      海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 264.86 円 １株当たり純資産額 267.27 円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 3.74 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0.12 円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

四半期純利益（千円）  137,308  4,974

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  137,308  4,974

期中平均株式数（株）  36,662,072  39,050,893

（重要な後発事象）

２【その他】



 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月８日

西芝電機株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 檀上 秀逸  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 早川 芳夫  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 上原  仁  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西芝電機株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西芝電機株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月７日

西芝電機株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 早川 芳夫  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 上原  仁  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西芝電機株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西芝電機株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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